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２２））大大阪阪大大学学大大学学院院学学則則  

 

第１章 総則 

（趣旨及び目的等） 

第１条 この学則は、大阪大学（以下「本学」とい

う。）の大学院の修業年限、教育方法その他の学生

の修学上必要な事項について、定めるものとする。 

２ 本学大学院は、学術の理論及び応用を教授研究

し、その深奥を究め、又は高度の専門性が求めら

れる職業を担うための深い学識及び卓越した能力

を培い、文化の進展に寄与することを目的とする。 

３ 本学大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の

養成に関する目的その他の教育研究上の目的を定

め、公表するものとする。 

（課程及び標準修業年限） 

第２条 本学大学院の課程は、博士課程とする。た

だし、文学研究科及び医学系研究科においては、

修士課程及び博士課程とし、高等司法研究科にお

いては、法科大学院の課程とする。 

２ 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

３ 博士課程の標準修業年限は、５年とする。ただ

し、医学系研究科医学専攻、歯学研究科又は薬学

研究科医療薬学専攻の博士課程（以下「医学・歯

学・薬学の博士課程」という。）の標準修業年限は、

４年とする。 

４ 博士課程は、これを前期２年の課程（以下「前

期課程」という。）及び後期３年の課程（以下「後

期課程」という。）に区分する。ただし、医学・歯

学・薬学の博士課程及び生命機能研究科の博士課

程にあっては、この区分を設けないものとする。 

５ 前項の前期課程は、標準修業年限を２年とし、

これを修士課程として取り扱うものとする。 

６ 法科大学院の課程の標準修業年限は、３年とす

る。 

７ 第３項及び第４項の規定にかかわらず、大阪大

学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大

学連合小児発達学研究科の博士課程は、後期課程

のみの博士課程とし、その標準修業年限は、３年

とする。 

８ 第10条の規定に基づき、長期にわたる教育課程

の履修を認められた者（以下「長期履修学生」と

いう。）は、当該許可された年限を標準修業年限と

する。 

（研究科、専攻及び課程） 

第３条 本学大学院に置く研究科、専攻及びその課

程は、次表に掲げるとおりとする。 

研究科名 専攻名 
課程の

別 

文学研究科 

文化形態論、文化

表現論 
博士課程 

文化動態論 修士課程 

人間科学研究科 人間科学 博士課程 

法学研究科 法学・政治学 博士課程 

経済学研究科 経済学、経営学系 博士課程 

理学研究科 

数学、物理学、化

学、生物科学、高

分子科学、宇宙地

球科学 

博士課程 

医学系研究科 
医学、保健学 博士課程 

医科学 修士課程 

歯学研究科 口腔科学 博士課程 

薬学研究科 
創成薬学、医療薬

学 
博士課程 

工学研究科 

生物工学、応用化

学、物理学系、機

械工学、マテリア

ル生産科学、電気

電子情報通信工

学、環境エネルギ

ー工学、地球総合

工学、ビジネスエ

ンジニアリング 

博士課程 

基礎工学研究科 
物質創成、機能創

成、システム創成 
博士課程 

言語文化研究科 

言語文化、言語社

会、日本語・日本

文化 

博士課程 

国際公共政策研

究科 

国際公共政策、比

較公共政策 
博士課程 
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情報科学研究科 

情報基礎数学、情

報数理学、コンピ

ュータサイエン

ス、情報システム

工学、情報ネット

ワーク学、マルチ

メディア工学、バ

イオ情報工学 

博士課程 

生命機能研究科 生命機能 博士課程 

高等司法研究科 法務 
法科大学

院の課程 

大阪大学・金沢

大学・浜松医科

大学・千葉大

学・福井大学連

合小児発達学研

究科 

小児発達学 博士課程 

２ 前項の高等司法研究科は、学校教育法（昭和22

年法律第26号）第99条第２項に定める専門職大学

院とする。 

（課程の目的） 

第４条 修士課程及び前期課程は、広い視野に立っ

て精深な学識を授け、専攻分野における研究能力

又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業

を担うための卓越した能力を培うことを目的とす

る。 

第５条 後期課程、医学・歯学・薬学の博士課程及

び生命機能研究科の博士課程は、専攻分野につい

て、研究者として自立して研究活動を行い、又は

その他の高度に専門的な業務に従事するに必要な

高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を

養うことを目的とする。 

第５条の２ 法科大学院の課程は、専門職大学院設

置基準に定める専門職学位課程のうち、専ら法曹

養成のための教育を行うことを目的とする。 

第２章 教育課程 

（教育課程の編成方針） 

第５条の３ 本学大学院の教育課程は、専門教育、

国際性涵養教育及び教養教育を基に体系的に編成

するものとする。 

第５条の４ 本学大学院（専門職大学院を除く。以

下次項、第５条の６第１項、第９条の２、第９条

の４第１項及び第12条において同じ。）においては、

その教育上の目的を達成するために必要な授業科

目を開設するとともに学位論文の作成等に対する

指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定す

るものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本学大学院にお

いては、専攻分野に関する高度の専門的知識及び

能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連

する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮

しなければならない。 

第５条の５ 専門職大学院においては、その教育上

の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授

業科目を、産業界等と連携しつつ、開設するもの

とする。 

２ 専門職大学院においては、その目的を達成し得

る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事例研

究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われ

る討論若しくは質疑応答その他の適切な方法によ

り授業を行うなど適切に配慮しなければならない。 

（博士課程教育リーディングプログラム等） 

第５条の６ 各研究科において編成する教育課程を

充実させるため、本学大学院に、次のプログラム

を開設する。 

博士課程教育リーディングプログラム 

卓越大学院プログラム 

２ 前項の各プログラムに関し必要な事項は、別に

定める。 

（大学院副専攻プログラム等） 

第５条の７ 第５条の３から前条までに規定する教

育課程等のほか、本学に、幅広い分野の素養等を

培う教育を行うため、次のプログラムを開設する。 

大学院副専攻プログラム 

大学院等高度副プログラム 

２ 前項の各プログラムに関し必要な事項は、別に

定める。 

（学修証明書等） 

第５条の８ 第５条の３から第５条の６までに規定

する教育課程又はプログラムの一部をもって体系

的に開設する授業科目の単位を修得した学生に対

し、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11

号。以下「施行規則」という。）第163条の２に規

定する学修証明書を交付することができる。 
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２ 前項に規定する体系的に開設する授業科目は、

学修証明プログラムと称する。 

３ 前項に定めるもののほか、学修証明プログラム

に関し必要な事項は、別に定める。 

（教育方法等） 

第６条 本学大学院の教育は、授業科目の授業及び

研究指導によって行うものとする。ただし、専門

職大学院にあっては、研究指導を除くものとする。 

２ 各研究科の授業科目の内容及び単位数並びに研

究指導の内容並びにこれらの履修方法は、各研究

科において別に定める。 

３ 授業の方法及び各授業科目の単位の計算方法に

ついては、本学学部学則第10条の２の２及び第10

条の２の３の規定を準用する。 

４ 第２項に規定する授業科目のほか、次の授業科

目を開設する。 

大学院横断型の教育に関する授業科目（以下「大

学院横断教育科目」という。） 

博士課程教育リーディングプログラムに関する

授業科目（「以下「リーディングプログラム科目」

という。） 

グローバルイニシアティブ科目 

５ 大学院横断教育科目、リーディングプログラム

科目及びグローバルイニシアティブ科目に関し必

要な事項は、別に定める。 

第７条 本学大学院においては、当該研究科教授会

の議を経て研究科長（研究科長から委任を受けた

者を含む。以下同じ。）が必要と認めるときは、当

該研究科の他の専攻の授業科目、他の研究科の授

業科目若しくは前条第４項の授業科目又は学部の

授業科目を履修し、これを第15条に規定する単位

に充当することができる。 

第８条 本学大学院においては、当該研究科教授会

の議を経て研究科長が必要と認めるときは、他の

大学院の授業科目、外国の大学院の授業科目又は

国際連合大学の教育課程における授業科目を履修

し、10単位を超えない範囲で、これを第15条に規

定する単位に充当することができる。 

２ 前項に規定する授業科目の履修については、本

学学部学則第10条の３第１項の規定を準用する。 

第８条の２ 本学大学院においては、当該研究科教

授会の議を経て研究科長が教育上有益と認めると

きは、学生が本学大学院入学前に大学院、外国の

大学院又は国際連合大学の教育課程において修得

した授業科目の単位（大学院設置基準（昭和49年

文部省令第28号）第15条に規定する科目等履修生

として修得した単位を含む。）を本学大学院におい

て修得したものとして認定することができる。 

２ 前項の規定により修得したものとして認定する

ことができる単位数は、第24条の２第１項に規定

する入学又は第32条第２項に規定する再入学若し

くは転学を許可された場合を除き、前条第１項の

規定により修得した単位とは別に、10単位を超え

ない範囲で、第15条に規定する単位に充当するこ

とができる。 

第８条の３ 専門職大学院における他の大学院にお

ける授業科目、外国の大学院における授業科目又

は国際連合大学の教育課程における授業科目の履

修及び入学前の既修得単位の認定については、当

該研究科の定めるところによる。 

第９条 本学大学院においては、当該研究科教授会

の議を経て研究科長が教育上有益と認めるときは、

他の大学院等又は外国の大学院等とあらかじめ協

議の上、当該大学院等において必要な研究指導（第

45条で規定する国際連携専攻の学生が第46条で規

定する連携外国大学院において受けるものを除

く。）を受けることができる。 

２ 前項の研究指導を受ける期間は、修士課程及び

前期課程の学生にあっては、１年を超えることは

できない。 

（成績評価基準等の明示等） 

第９条の２ 本学大学院においては、学生に対して、

授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の

授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するも

のとする。 

２ 本学大学院においては、学修の成果及び学位論

文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客

観性及び厳格性を確保するため、学生に対してそ

の基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準

にしたがって適切に行うものとする。 

第９条の３ 専門職大学院においては、学生に対し

て、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計

画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 専門職大学院においては、学修の成果に係る評

価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳

格性を確保するため、学生に対してその基準をあ
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らかじめ明示するとともに、当該基準にしたがっ

て適切に行うものとする。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第９条の４ 本学大学院においては、授業及び研究

指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な

研修及び研究を実施するものとする。 

２ 専門職大学院においては、授業の内容及び方法

の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施

するものとする。 

（長期にわたる課程の履修） 

第10条 研究科長は、別に定めるところにより、学

生が、職業を有している等の事情により、第２条

第２項、第３項及び第５項に規定する標準修業年

限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程

を履修し、課程を修了することを希望する旨を申

し出たときは、その計画的な履修を認めることが

できる。 

（教育職員の免許状授与の所要資格の取得） 

第10条の２ 本学大学院における教育職員の免許状

授与の所要資格の取得方法は、別に定める。 

第３章 課程の修了及び学位の授与 

（試験及び評価） 

第11条 履修した各授業科目の合否は、筆記試験若

しくは口頭試験又は研究報告によって決定する。

ただし、試験に代わる方法によることもできる。 

２ 各授業科目の試験の成績は、100点を満点として

次の評価をもって表し、Ｓ、Ａ、Ｂ及びＣを合格、

Ｆを不合格とする。 

Ｓ（90点以上） 

Ａ（80点以上90点未満） 

Ｂ（70点以上80点未満） 

Ｃ（60点以上70点未満） 

Ｆ（60点未満） 

（学位論文の提出等） 

第12条 本学大学院においては、在学期間中に学位

論文を当該研究科長に提出し、最終試験を受ける

ものとする。ただし、第15条第１項本文に規定す

る特定の課題についての研究の成果の審査を受け

る場合並びに同条第２項に規定する試験及び審査

を受ける場合は、この限りでない。 

第13条 後期課程に３年以上在学し、所定の単位を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けた者は、前

条の規定にかかわらず、退学後においても、当該

研究科長の許可を得て博士論文を提出し、最終試

験を受けることができる。 

２ 医学・歯学・薬学の博士課程に４年以上在学し、

所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受

けた者は、前条の規定にかかわらず、退学後にお

いても、当該研究科長の許可を得て博士論文を提

出し、最終試験を受けることができる。 

３ 生命機能研究科の博士課程に５年以上（第24条

の２の規定により入学を許可された者にあっては

３年以上）在学し、所定の単位を修得し、かつ、

必要な研究指導を受けた者は、前条の規定にかか

わらず、退学後においても、当該研究科長の許可

を得て博士論文を提出し、最終試験を受けること

ができる。 

４ 研究科長は、前３項の許可を与える場合は、研

究科教授会の議を経なければならない。 

（学位論文の審査等） 

第14条 学位論文の審査及び最終試験は、当該研究

科教授会が、審査委員会を設けて行う。 

２ 学位論文の審査においては、当該論文の内容に

関する発表会を実施するものとする。 

３ 学位論文の審査に当たって必要があるときは、

当該研究科教授会の議を経て、他の大学院等の教

員等の協力を得ることができる。 

４ 第１項及び前項の規定は、次条第２項に規定す

る試験及び審査を行う場合について準用する。 

（修了要件） 

第15条 修士課程又は前期課程の修了の要件は、当

該課程に２年以上在学し、各研究科の定めるとこ

ろにより、所要の授業科目について30単位以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該

課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題につ

いての研究の成果の審査及び最終試験に合格する

こととする。ただし、在学期間に関しては、優れ

た研究業績を上げた者については、当該研究科教

授会の議を経て研究科長が特に認めた場合に限り、

この課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前期課程の修了の要件は、当該博士課程の目的

を達成するために必要と認められる場合には、前

項に規定する修士論文又は特定の課題についての

研究の成果の審査及び最終試験に合格することに

代えて、次に掲げる試験及び審査に合格すること
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とすることができる。 

⑴ 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力

並びに当該専攻分野に関連する分野の基礎的素

養であって当該前期課程において修得し、又は

涵養すべきものについての試験 

⑵ 博士論文に係る研究を主体的に遂行するため

に必要な能力であって当該前期課程において修

得すべきものについての審査 

３ 前項の規定は、第２条第３項に規定する標準修

業年限を５年とする博士課程における一貫した人

材養成上の目的を有する教育課程を履修する者に

限り適用することができる。 

４ 医学・歯学・薬学の博士課程を除く博士課程の

修了の要件は、この課程に５年（修士課程又は前

期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者

にあっては、当該課程における２年の在学期間を

含む。）以上在学し、各研究科の定めるところによ

り、所要の授業科目について30単位以上を修得し、

かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審

査及び最終試験に合格することとする。ただし、

在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

については、当該研究科教授会の議を経て研究科

長が特に認めた場合に限り、この課程に３年（修

士課程又は前期課程に２年以上在学し、当該課程

を修了した者にあっては、当該課程における２年

の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものと

する。 

５ 第１項ただし書の規定による在学期間をもって

修士課程又は前期課程を修了した者の医学・歯学・

薬学の博士課程を除く博士課程の修了の要件は、

この課程に修士課程又は前期課程における在学期

間に３年を加えた期間以上在学し、各研究科の定

めるところにより、所要の授業科目について30単

位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた

上、博士論文の審査及び最終試験に合格すること

とする。ただし、在学期間に関しては、優れた研

究業績を上げた者については、当該研究科教授会

の議を経て研究科長が特に認めた場合に限り、こ

の課程に３年（修士課程又は前期課程における在

学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

６ 医学・歯学・薬学の博士課程の修了の要件は、

この課程に４年以上在学し、各研究科の定めると

ころにより、所要の授業科目について30単位以上

を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博

士論文の審査及び最終試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を

上げた者については、当該研究科教授会の議を経

て研究科長が特に認めた場合に限り、この課程に

３年以上在学すれば足りるものとする。 

７ 第４項及び第５項の規定にかかわらず、修士の

学位若しくは専門職学位（学位規則（昭和28年文

部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位

をいう。以下同じ。）を有する者又は施行規則第156

条の規定により、後期課程への入学資格に関し修

士の学位を有する者と同等以上の学力があると認

めた者が、後期課程に入学した場合の後期課程の

修了の要件は、この課程に３年以上在学し、必要

な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終

試験に合格することとする。ただし、在学期間に

関しては、優れた研究業績を上げた者については、

当該研究科教授会の議を経て研究科長が特に認め

た場合に限り、この課程に１年以上在学すれば足

りるものとする。 

８ 前項本文の規定にかかわらず、各研究科におい

て必要と認めるときは、前項の修了要件として、

所要の授業科目について、所定の単位を修得する

ことを加えることができる。 

９ 法科大学院の課程の修了の要件は、この課程に

３年以上在学し、研究科の定めるところにより、

所要の授業科目について、98単位以上を修得する

こととする。ただし、在学期間に関しては、法科

大学院の課程において必要とされる法学の基礎的

な学識を有すると認められる者については、当該

研究科教授会の議を経て研究科長が特に認めた場

合に限り、この課程に２年以上在学すれば足りる

ものとする。 

（学位の授与） 

第16条 前条第１項から第７項までの規定により課

程を修了した者には、総長は、当該課程に応じて

修士又は博士の学位を授与する。 

２ 前条第９項の規定により法科大学院の課程を修

了した者には、総長は、法務博士の学位を授与す

る。 

３ 第１項に規定するもののほか、生命機能研究科

の博士課程において、前条第１項及び第２項に規

定する修士課程の修了に相当する要件を満たした
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者にも、総長は、修士の学位を授与することがで

きる。 

第17条 前条第１項及び第３項の学位には、研究科

の区分に従い、次のとおり専攻分野の名称を付記

するものとする。 

研究科名      修士       博士 

文学研究科     文学       文学 

人間科学研究科   人間科学     人間科学 

法学研究科     法学       法学 

経済学研究科    経済学      経済学 

          応用経済学    応用経済学 

          経営学      経営学 

理学研究科     理学       理学 

医学系研究科    医科学      医学 

          公衆衛生学 

          保健学      保健学 

          看護学      看護学 

歯学研究科              歯学 

薬学研究科     薬科学      薬科学 

                   薬学 

工学研究科     工学       工学 

基礎工学研究科   工学       工学  

理学 

言語文化研究科   言語文化学    言語文化学 

          日本語・日本文化 日本語・日本文化 

国際公共政策研究科 国際公共政策   国際公共政策 

情報科学研究科   情報科学     情報科学 

          理学       理学  

          工学       工学 

生命機能研究科   生命機能学    生命機能学 

          理学       理学 

          工学       工学 

大阪大学・金沢大学          小児発達学 

・浜松医科大学・千 

葉大学・福井大学連 

合小児発達学研究科 

２ 前条第２項の法務博士の学位には、専門職と付

記するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、学際領域等の分野

を専攻した者で、当該研究科教授会の議を経て総

長が適当と認めるときは、学術と付記することが

できる。 

第18条 前条に定めるもののほか、修士、博士及び

法務博士の学位については、本学学位規程の定め

るところによる。 

第19条 削除 

第４章 入学、休学、退学、転学、転

科、留学、再入学及び専攻の変更 

（入学資格等） 

第20条 修士課程、前期課程、生命機能研究科の博

士課程又は法科大学院の課程に入学することので

きる者は、次のとおりとする。 

⑴ 大学又は専門職大学を卒業した者 

⑵ 学校教育法第104条第７項の規定により学士

の学位を授与された者 

⑶ 外国において、学校教育における16年の課程

を修了した者 

⑷ 外国の学校が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における16年の課程を修了した者 

⑸ 我が国において、外国の大学（専門職大学に

相当する外国の大学を含む。以下同じ。）の課

程（その修了者が当該外国の学校教育における

16年の課程を修了したとされるものに限る。）

を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部

科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了

した者 

⑹ 外国の大学その他の外国の学校（その教育研

究活動等の総合的な状況について、当該外国の

政府又は関係機関の認証を受けた者による評価

を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部

科学大臣が別に指定するものに限る。）におい

て、修業年限が３年以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修することにより

当該課程を修了すること及び当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であっ

て前号の指定を受けたものにおいて課程を修了

することを含む。）により、学士の学位に相当

する学位を授与された者 

⑺ 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上で

あることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指

定するものを文部科学大臣が定める日以後に修
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了した者 

⑻ 文部科学大臣の指定した者 

⑼ 学校教育法第102条第２項の規定により大学

院に入学した者であって、当該者をその後に入

学させる研究科において、当該研究科における

教育を受けるにふさわしい学力があると認めら

れたもの 

⑽ 大学又は専門職大学に３年以上在学した者で

あって、当該研究科において、所定の単位を優

秀な成績で修得したものと認められたもの（当

該単位の修得の状況及び法科大学院が当該法科

大学院において必要とされる法学の基礎的な学

識を有するかどうかを判定するために実施する

試験の結果に基づき、これと同等以上の能力及

び資質を有すると認められたものを含む。） 

⑾ 外国において学校教育における15年の課程を

修了した者、外国の学校が行う通信教育におけ

る授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における15年の課程を修

了した者又は我が国において外国の大学の課程

（その修了者が当該外国の学校教育における15

年の課程を修了したとされるものに限る。）を

有するものとして当該外国の学校教育制度にお

いて位置付けられた教育施設であって、文部科

学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し

た者で、当該研究科において、所定の単位を優

秀な成績で修得したものと認められたもの 

⑿ 当該研究科において、個別の入学資格審査に

より、大学又は専門職大学を卒業した者と同等

以上の学力があると認められた者で、22歳に達

したもの 

第21条 修士課程、前期課程、生命機能研究科の博

士課程又は法科大学院の課程の入学志願者は、入

学願書に所定の書類を添えて提出しなければなら

ない。 

第22条 修士課程、前期課程又は生命機能研究科の

博士課程の入学志願者に対しては、学力検査を行

い、志望理由を記載した書類、成績証明書等を総

合して、総長は、教授会の議を経て、入学を許可

すべき者を決定する。 

２ 法科大学院の課程の入学志願者に対しては、高

等司法研究科において定めるところにより選考の

上、総長は、教授会の議を経て、入学を許可すべ

き者を決定する。 

第23条 後期課程に入学することのできる者は、次

のとおりとする。 

⑴ 修士の学位又は専門職学位を有する者 

⑵ 外国において、修士の学位又は専門職学位に

相当する学位を授与された者 

⑶ 外国の学校が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修し、修士の学位又は専門

職学位に相当する学位を授与された者 

⑷ 我が国において、外国の大学院の課程を有す

るものとして当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって、文部科学大

臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与

された者 

⑸ 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に

相当する学位を授与された者 

⑹ 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設

又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院

設置基準第16条の２に規定する試験及び審査に

相当するものに合格し、修士の学位を有する者

と同等以上の学力があると認められた者 

⑺文部科学大臣の指定した者 

⑻当該研究科において、個別の入学資格審査によ

り、修士の学位又は専門職学位を有する者と同

等以上の学力があると認められた者で、24歳に

達したもの 

第24条 後期課程の入学志願者に対しては、本学大

学院において修士の学位を取得した者については、

当該前期課程における学業成績及び修士論文等に

より、その他の志願者については、各研究科にお

いて定めるところにより、それぞれ選考の上、総

長は、教授会の議を経て、入学を許可すべき者を

決定する。 

第24条の２ 生命機能研究科の博士課程第３年次へ

の入学志願者については、総長は、当該研究科に

おいて定めるところにより、教授会の議を経て、

入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により入学した者にかかる修了要件

等については、当該研究科において別に定める。 

第25条 医学・歯学・薬学の博士課程に入学するこ

とのできる者は、次のとおりとする。 

⑴ 大学の医学を履修する課程、歯学を履修する
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課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実

践的な能力を培うことを主たる目的とするもの

又は獣医学を履修する課程（以下「医学、歯学、

薬学又は獣医学を履修する課程」という。）を

卒業した者 

⑵ 外国において、学校教育における18年の課程

を修了した者 

⑶ 外国の学校が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における18年の課程を修了した者 

⑷ 我が国において、外国の大学の課程（その修

了者が当該外国の学校教育における18年の課程

を修了したとされるものに限る。）を有するも

のとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該課程を修了した者 

⑸ 外国の大学その他の外国の学校（その教育研

究活動等の総合的な状況について、当該外国の

政府又は関係機関の認証を受けた者による評価

を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部

科学大臣が別に指定するものに限る。）におい

て、修業年限が５年以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修することにより

当該課程を修了すること及び当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であっ

て前号の指定を受けたものにおいて課程を修了

することを含む。）により、学士の学位に相当

する学位を授与された者 

⑹ 文部科学大臣の指定した者 

⑺ 学校教育法第102条第２項の規定により大学

院に入学した者であって、当該者をその後に入

学させる研究科において、当該研究科における

教育を受けるにふさわしい学力があると認めら

れたもの 

⑻ 大学（医学、歯学、薬学又は獣医学を履修す

る課程に限る。）に４年以上在学した者であっ

て、当該研究科において、所定の単位を優秀な

成績で修得したものと認められたもの 

⑼ 外国において学校教育における16年の課程

（医学、歯学、薬学又は獣医学を履修する課程

を含むものに限る。）を修了した者、外国の学

校が行う通信教育における授業科目を我が国に

おいて履修することにより当該外国の学校教育

における16年の課程（医学、歯学、薬学又は獣

医学を履修する課程を含むものに限る。）を修

了した者又は我が国において外国の大学の課程

（その修了者が当該外国の学校教育における16

年の課程（医学、歯学、薬学又は獣医学を履修

する課程を含むものに限る。）を修了したとさ

れるものに限る。）を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者で、当該研究科にお

いて、所定の単位を優秀な成績で修得したもの

と認められたもの 

⑽ 当該研究科において、個別の入学資格審査に

より、大学の医学、歯学、薬学又は獣医学を履

修する課程を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認められた者で、24歳に達したもの 

第26条 医学・歯学・薬学の博士課程の入学志願者

に対しては、各研究科において定めるところによ

り選考の上、総長は、教授会の議を経て、入学を

許可すべき者を決定する。 

第27条 第21条の規定は、後期課程、医学・歯学・

薬学の博士課程及び生命機能研究科の博士課程第

３年次の入学志願者に準用する。 

（在学年限） 

第28条 修士課程及び前期課程には４年、後期課程

には５年、医学・歯学・薬学の博士課程及び法科

大学院の課程には６年、生命機能研究科の博士課

程には７年を超えて在学することはできない。た

だし、後期課程、医学・歯学・薬学の博士課程、

生命機能研究科の博士課程及び法科大学院の課程

に限り、特別の事情があるときは、研究科教授会

の議を経て、在学の年限を延長することができる。 

２ 学生が前項に規定する在学年限に達したときは、

当該学生はその身分を失う。 

（入学の時期等） 

第29条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、

研究科長が特別の必要があり、かつ、教育上支障

がないと認めるときは、夏学期、秋学期及び冬学

期の始めの始めに入学させることができる。 

２ 入学の手続、許可及び許可の取り消し並びに退

学及び転学については、本学学部学則の規定を準

用する。 
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３ 次の各号のいずれかに該当する者が、その者に

係る納付すべき入学料を所定の期日までに納付し

ないときは、当該学生は、その身分を失う。 

⑴第38条第１項の規定により入学料の免除を願い

出た者で、免除が不許可となったもの又は一部

の免除が許可となったもの 

⑵第38条の２の規定による入学料の徴収猶予の可

否を決定された者 

（休学） 

第30条 休学期間は、修士課程及び前期課程におい

ては２年、後期課程及び法科大学院の課程におい

ては３年、医学・歯学・薬学の博士課程において

は４年、生命機能研究科の博士課程においては５

年を超えることができない。ただし、特別の事情

があるときは、研究科教授会の議を経て、休学期

間を延長することができる。 

２ 前項のほか、休学については本学学部学則の規

定を準用する。 

（留学） 

第31条 外国の大学院に留学を志望する学生は、研

究科長に願い出て、その許可を受けなければなら

ない。 

２ 前項により留学した期間は、第２条第２項、第

３項、第５項及び第６項に規定する修業年限に算

入するものとする。 

（転科等） 

第32条 転科又は専攻の変更を志願するときは、志

願先の研究科長は、選考の上教授会の議を経て、

転科又は専攻の変更を許可することがある。 

２ 再入学を志願するとき並びに他の大学院及び国

際連合大学から転学を志願するときは、総長は、

選考の上教授会の議を経て、再入学又は転学を許

可することがある。 

３ 前２項の場合において、既に修得した授業科目

の単位及び在学期間の認定は、当該研究科教授会

の議を経て研究科長が行うものとする。 

第５章 除籍、復籍及び懲戒 

（除籍等） 

第33条 除籍、復籍及び懲戒については、本学学部

学則の規定を準用する。 

第６章 検定料、入学料及び授業料 

（検定料の納付） 

第34条 入学を志願する者は、願書提出と同時に、

検定料を納付しなければならない。ただし、本学

大学院の修士課程、前期課程又は法科大学院の課

程を修了し、引き続き後期課程、医学・歯学・薬

学の博士課程又は生命機能研究科の博士課程第３

年次に入学を志願する者については、検定料を徴

収しない。 

２ 前項の規定は、金沢大学、浜松医科大学、千葉

大学及び福井大学の大学院修士課程、前期課程又

は法科大学院若しくは教職大学院の課程を修了し、

引き続き大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千

葉大学・福井大学連合小児発達学研究科に入学を

志願する者について準用する。 

（入学料の納付） 

第35条 入学に当たっては、所定の期日までに、入

学料を納付しなければならない。ただし、本学大

学院の修士課程、前期課程又は法科大学院の課程

を修了し、引き続き後期課程、医学・歯学・薬学

の博士課程又は生命機能研究科の博士課程第３年

次に入学する者については、入学料を徴収しない。 

２ 前項の規定は、金沢大学、浜松医科大学、千葉

大学及び福井大学の大学院修士課程、前期課程又

は法科大学院若しくは教職大学院の課程を修了し、

引き続き大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千

葉大学・福井大学連合小児発達学研究科に入学を

志願する者について準用する。 

（授業料の納付） 

第36条 大学院学生は、授業料を毎年前期（４月か

ら９月まで）及び後期（10月から翌年３月まで）

の２期に分けて、所定の期日までに、年額の２分

の１ずつ納付しなければならない。 

２ 授業料の納付及び月割分納等については、本学

学部学則の規定を準用する。 

（検定料、入学料及び授業料の額） 

第37条 第34条の検定料、第35条の入学料及び第36

条の授業料の額は、大阪大学学生納付金規程（以

下「納付金規程」という。）の定めるところによる。 

（検定料の免除） 

第37条の２ 検定料の免除については、本学学部学

則の規定を準用する。 
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（入学料の免除等） 

第38条 本学大学院に入学する者（科目等履修生、

聴講生又は研究生として入学する者を除く。以下

この項において同じ。）であって、経済的理由によ

って入学料の納付が困難であると認められるもの

及びこれに該当しない者であっても、次の各号の

いずれかに該当する特別な事情により入学料の納

付が著しく困難であると認められるものには、別

に定めるところにより、入学料の全部又は一部を

免除することができる。 

⑴ 入学前１年以内において、入学する者の学資

を主として負担している者（以下この号におい

て「学資負担者」という。）が死亡した場合、

又は入学する者若しくは学資負担者が風水害等

の災害を受けた場合 

⑵ 前号に準ずる場合であって、総長が相当と認

める事由がある場合 

２ 第29条第３項の規定により学生の身分を失った

場合は、当該学生に係る入学料の全部又は一部を

免除することができる。 

第38条の２ 前条に規定するもののほか、入学料の

免除及び徴収猶予については、本学学部学則の規

定を準用する。 

（授業料の免除等） 

第39条 授業料の免除及び徴収猶予については、本

学学部学則の規定を準用する。 

（納付済の検定料、入学料及び授業料） 

第39条の２ 納付済の検定料、入学料及び授業料は

返付しない。 

２ 第22条第２項に規定する法科大学院の課程の入

学志願者に対する選考において、出願書類等によ

る選抜（以下「第１段階目の選抜」という。）を行

い、その合格者に限り学力検査その他による選抜

（以下「第２段階目の選抜」という。）を行う場合

は、前項の規定にかかわらず、第１段階目の選抜

に合格しなかった者に対し、当該者の申出により、

前項の検定料のうち、納付金規程第２条第５項に

おいて定める第２段階目の選抜に係る検定料相当

額を返付する。 

３ 第36条第２項の規定により、学部学則第46条第

２項の規定を準用して前期分の授業料納付の際、

後期分授業料を併せて納付した者が、前期末まで

に休学又は退学した場合は、納付した者の申出に

より後期分授業料相当額を返付する。 

第７章 収容定員 

（収容定員） 

第40条 本学大学院の収容定員は、別表のとおりと

する。 

第８章 特別研究学生、特別聴講学生、 

  科目等履修生、聴講生、研究生及び 

  外国人留学生 

（特別研究学生等） 

第41条 本学大学院に特別研究学生、特別聴講学生、

科目等履修生、聴講生、研究生及び外国人留学生

の制度を置く。 

２ 他の大学院、外国の大学院又は国際連合大学の

教育課程に在学する学生で、本学大学院又は本学

の研究所（各附置研究所、各学内共同教育研究施

設、各全国共同利用施設及び免疫学フロンティア

研究センターをいう。）において研究指導を受けよ

うとするものがあるときは、研究科長又は研究所

の長は、これを特別研究学生として入学を許可す

ることができる。 

３ 特別研究学生の授業料及びその納付については、

本学学部学則の研究生に関する規定を準用する。

ただし、特別研究学生が国立大学の大学院の学生

であるとき又は本学と相互に授業料の不徴収を定

めた大学間特別研究学生交流協定（部局間交流協

定を含む。）に基づき研究指導を受ける公立若しく

は私立の大学の大学院の学生であるときは、授業

料を徴収しない。 

４ 特別研究学生に係る検定料及び入学料は徴収し

ない。 

５ 特別研究学生の除籍については、本学学部学則

の研究生に関する規定を準用する。 

６ 特別聴講学生、科目等履修生、聴講生及び研究

生については、本学学部学則の特別聴講学生、科

目等履修生、聴講生及び研究生に関する規定を準

用する。 

７ 外国人で、留学のため本学に大学院学生、特別

研究学生、特別聴講学生、科目等履修生、聴講生

又は研究生として入学する者を外国人留学生とい

う。 

８ 第３項本文、第６項及び第７項の規定にかかわ
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らず、国費外国人留学生制度実施要項（昭和29年

３月31日文部大臣裁定）に基づき入学する者及び

本学と外国の大学等との間において相互に検定料、

入学料及び授業料の不徴収を定めた大学間交流協

定（部局間交流協定を含む。）に基づき入学する者

については、検定料、入学料及び授業料を徴収し

ない。 

第９章 特別の課程 

（履修証明プログラム） 

第41条の２ 本学に、本学の学生以外の者を対象と

した学校教育法第105条に規定する特別の課程と

して、大学院科目等履修生高度プログラムその他

の履修証明プログラムを編成することができる。 

２ 前項に定めるもののほか、大学院科目等履修生

高度プログラムその他の履修証明プログラムに関

し必要な事項は、別に定める。 

第10章 学年、学期及び休業日 

（学年等） 

第42条 学年、学期及び休業日については、本学学

部学則の規定を準用する。 

第11章 教員組織 

（教員組織） 

第43条 本学大学院を担当する教員は、本学の教授、

准教授、講師及び助教とする。 

２ 大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・

福井大学連合小児発達学研究科の教育研究は、本

学、金沢大学、浜松医科大学、千葉大学及び福井

大学の協力により実施する。 

第12章 研究科委員会等 

（研究科委員会等） 

第44条 研究科教授会の審議事項のうち、特定の事

項について審議を行うため、当該研究科に研究科

委員会等を置くことができる。 

２ 研究科委員会等の組織は、当該研究科の定める

ところによる。 

第13章 国際連携専攻に関する特例 

（国際連携専攻の設置） 

第45条 研究科（高等司法研究科を除く。以下同じ。）

は、教育上の目的を達成するために必要があると

認める場合には、外国の大学院（国際連合大学を

含む。以下同じ。）と連携して教育研究を実施する

ための専攻（以下「国際連携専攻」という。）を設

けることができる。 

（国際連携教育課程の編成） 

第46条 国際連携専攻を設ける研究科は、第５条の

３及び第５条の４第１項の規定にかかわらず、国

際連携専攻において連携して教育研究を実施する

一以上の外国の大学院（以下「連携外国大学院」

という。）が開設する授業科目を当該研究科の教育

課程の一部とみなして、当該連携外国大学院と連

携した教育課程（以下「国際連携教育課程」とい

う。）を編成することができる。 

（共同開設科目） 

第47条 国際連携専攻を設ける研究科は、第５条の

３及び第５条の４第１項の規定にかかわらず、連

携外国大学院と共同して授業科目を開設すること

ができる。 

２ 国際連携専攻を設ける研究科が前項の授業科目

（以下この項において「共同開設科目」という。）

を開設した場合、当該国際連携専攻の学生が当該

共同開設科目の履修により修得した単位は、５単

位を超えない範囲で、当該研究科又は連携外国大

学院のいずれかにおいて修得した単位とすること

ができる。ただし、連携外国大学院において修得

した単位数が、第49条第１項及び第２項の規定に

より連携外国大学院において修得することとされ

ている単位数に満たない場合は、共同開設科目の

履修により修得した単位を連携外国大学院におい

て修得した単位とすることはできない。 

（国際連携教育課程に係る単位の認定等） 

第48条 国際連携専攻を設ける研究科は、学生が連

携外国大学院において履修した国際連携教育課程

に係る授業科目について修得した単位を、当該国

際連携教育課程に係る授業科目の履修により修得

したものとみなすものとする。 

２ 国際連携専攻を設ける研究科は、学生が連携外

国大学院において受けた国際連携教育課程に係る

研究指導を、当該国際連携教育課程に係るものと

みなすものとする。 

（国際連携専攻に係る修了要件） 

第49条 国際連携専攻の修士課程又は前期課程の修
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了の要件は第15条第１項に、同専攻の医学・歯学・

薬学の博士課程を除く博士課程の修了の要件は同

条第４項及び第５項に、同専攻の医学・歯学・薬

学の博士課程の修了の要件は同条第６項に、それ

ぞれ定めるもののほか、国際連携専攻を設ける研

究科において国際連携教育課程に係る授業科目の

履修により15単位以上を修得するとともに、それ

ぞれの連携外国大学院において当該国際連携教育

課程に係る授業科目の履修により10単位以上を修

得することとする。 

２ 前項により国際連携専攻を設ける研究科及びそ

れぞれの連携外国大学院において国際連携教育課

程に係る授業科目の履修により修得する単位数に

は、第８条若しくは第８条の２又は第48条第１項

の規定により充当することができ、又は修得した

ものとして認定することができ、若しくは修得し

たものとしてみなすものとする単位を含まないも

のとする。ただし、第８条の２の規定により修得

したものとして認定することができる単位につい

て、国際連携教育課程を編成し、及び実施するた

めに特に必要と認められる場合は、この限りでな

い。 

（国際連携専攻学生の授業料等） 

第50条 国際連携専攻の学生のうち、連携外国大学

院を主として入学する学生の本学における検定料、

入学料及び授業料については、第34条本文、第35

条本文及び第36条第１項の規定にかかわらず、そ

の全額を徴収しない。 

（その他） 

第51条 本学則に定めるもののほか、国際連携専攻

に係る次の各号に掲げる事項については、あらか

じめ当該専攻を設ける研究科と連携外国大学院と

の協議により、別に定める。 

⑴ 教育課程の編成に関する事項 

⑵ 教育組織の編成に関する事項 

⑶ 入学者の選抜及び学位の授与に関する事項 

⑷ 学生の在籍の管理及び安全に関する事項 

⑸ 学生の奨学及び厚生補導に関する事項 

⑹ 教育研究活動等の状況の評価に関する事項 

⑺ その他国際連携専攻に関する事項 

 

附 則 

１ この学則は、昭和50年４月16日から施行し、昭

和50年４月１日から適用する。 

（略） 

附 則 

１ この改正は、平成24年４月１日から施行する。 

２ 薬学研究科創成薬学専攻の修士課程は、改正後

の第２条第１項及び第３条第１項の規定にかかわ

らず、平成24年３月31日に当該課程に在学する者

が当該課程に在学しなくなる日までの間、存続す

るものとする。 

３ 経済学研究科政策専攻の前期課程は、改正後の

第２条第７項の規定にかかわらず、平成24年３月

31日に当該課程に在学する者が当該課程に在学し

なくなる日までの間、存続するものとする。 

４ 歯学研究科統合機能口腔科学専攻及び分子病態

口腔科学専攻並びに薬学研究科分子薬科学専攻、

応用医療薬科学専攻及び生命情報環境科学専攻は、

改正後の第３条第１項の規定にかかわらず、平成

24年３月31日に当該専攻に在学する者が当該専攻

に在学しなくなる日までの間、存続するものとす

る。 

５ 大阪大学・金沢大学・浜松医科大学連合小児発

達学研究科は、改正後の第３条第１項の定にかか

わらず、平成24年３月31日に当該研究科に在学す

る者が当該研究科に在学しなくなる日までの間、

存続するものとする。 

附 則 

この改正は、平成24年５月16日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成24年５月28日から施行し、平

成24年度入学者から適用する。 

附 則 

この改正は、平成24年７月６日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成24年７月18日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 平成25年３月31日現在医学系研究科の修士課程

に在学中の者については、改正後の第17条第１項

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この改正は、平成25年12月18日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、平成26年４月１日から施行する。 
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２ 経済学研究科政策専攻は、改正後の第３条第１

項の規定にかかわらず、平成26年３月31日に当該

専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日

までの間、存続するものとする。 

附 則 

この改正は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 人間科学研究科グローバル人間学専攻は、改正

後の第３条第１項の規定にかかわらず、平成28年

３月31日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在

学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

附 則 

この改正は、平成28年６月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成28年10月19日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成29年３月21日から施行する。

ただし、第29条、第50条及び別表の改正規定は、

平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成29年６月21日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 平成31年３月31日現在在学中の者（以下この項

において「在学者」という。）及び平成31年４月１

日以降において在学者の属する年次に編入学、再

入学又は転入学する者については、改正後の第５

条の３、第５条の４第１項、第５条の５第１項、

第46条及び第47条第１項の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

３ 大阪大学博士課程教育リーディングプログラム

「生体統御ネットワーク医学教育プログラム」規

程（平成24年３月21日制定）の一部を次のように

改正する。 

  第１条中「第５条の５」を「第５条の６」に改

める。 

附 則 

１ この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 工学研究科生命先端工学専攻、応用化学専攻、

精密科学・応用物理学専攻、知能・機能創成工学

専攻、機械工学専攻、マテリアル生産科学専攻、

電気電子情報工学専攻及び環境・エネルギー工学

専攻は、改正後の第３条第１項の規定にかかわら

ず、令和２年３月31日に当該専攻に在学する者が

当該専攻に在学しなくなる日までの間、存続する

ものとする。 

 

別表１（大学院収容定員表）略 
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